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１．２ 計画の位置づけ（体系） 

 

「下水道ビジョン 2026」は、国土交通省の「新下水道ビジョン」に示された下水道

の使命等を踏まえながら、本市の上位計画である「福岡市総合計画」の「福岡市基本構

想」及び「第 9次福岡市基本計画」を下水道分野から総合的・計画的に推進するための

基本計画として位置づけられるものです。 

本ビジョンで示した目標等を計画的・段階的に達成していくための実施計画として、

「福岡市下水道経営計画」を策定し、取り組むべき施策を着実に推進していきます。 

 

 

１．３ 計画の対象期間 
 

「下水道ビジョン 2026」は、「長期ビジョン」と「中期計画」で構成され、「長期ビ

ジョン」では、概ね 50 年後の目指すべき将来像を描き、それを達成するための「中期

計画」として 10 年間（平成 29（2017）年度から平成 38（2026）年度まで）の具体的施

策と成果指標を明確化し、適切な事業運営を図るものです。 

 

 

 

図 1.3.1 ビジョンの位置づけと長期ビジョンと中期計画の構成 
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２．１ 福岡市の状況 

 

 

（１）下水道整備区域 

 本市の下水道は、昭和 5 年に整備に着手し、昭和 40 年代の高度成長期から水洗化の

普及を主体に本格的に整備を推進してきました。 

 現在、平成 47 年を計画目標年次として下水道計画区域 18,160ha に対して地勢水系な

どから 7処理区に分割した下水道基本計画を策定し整備を進めています。 

 平成 27 年度末の事業計画区域を図 2.1.1 に示します。現在、都市計画決定区域

17,350ha、下水道事業計画区域 17,342ha に対して下水道整備区域は 17,035ha となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 現状と課題 

2.1.1 福岡市の下⽔道整備状況

(県管理) 

図 2.1.1 下水道事業計画区域（平成 27年度末現在） 
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（２）高齢者人口の推移 

全国的に、生産年齢人口（15～64 歳）が減少している中、本市では、平成 42 年頃

までは横ばいで推移し、その後徐々に減少に向かっていきます。また、高齢者人口（65

歳以上）は、継続して増加しますが、全国に比べ 10 年ほど遅れて進行していきます。

年齢区分別人口の変化を示します。 

・生産年齢人口：総人口の 69.1％（平成 22 年） → 55.3％（平成 62 年）に減少。 

・高齢者人口 ：総人口の 17.6％（平成 22 年） → 34. 3％（平成 62 年）に増加。 

 

図 2.1.4 年齢区分別の人口割合 

  （出典：福岡市の将来人口推計（平成 24 年 3月推計）） 
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（１）処理人口、流入水量の推移 

本市の下水道処理人口は、行政人口の伸びと下水道整備の推進により、これまで順調

に増加してきました。人口普及率も 99.6％と概成してきていることから、今後の処理

人口は行政人口とともに増加するものと予想され、行政人口のピークとなる平成 47 年

頃を境に処理人口も減少に転ずるものと予想されます。 

また、流入水量は処理人口の増減に加え今後の節水技術の進展等、水利用の動向にも

影響を受けるものと予想されます。 

 

・ 処理人口：各処理区ともこれまでは増加していますが、処理区によって増加率に

違いがみられます。行政人口のピークである平成 47 年までは処理区毎にこれまで

の増加傾向を反映した伸びを示すものと想定されますが、その後は減少に転ずる

ものと予想されます。 

・ 流入水量：節水意識の啓発や節水機器の普及、建物内での処理水の再利用が進み、

１人１日当たりの使用水量は近年横ばいであり、今後もこの傾向は続き、各処理

場ともに処理人口と同様の傾向で推移するものと予想されます。 

 

図 2.1.5 処理区別人口の推移 
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（２）高齢者人口の推移 
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までは横ばいで推移し、その後徐々に減少に向かっていきます。また、高齢者人口（65

歳以上）は、継続して増加しますが、全国に比べ 10 年ほど遅れて進行していきます。

年齢区分別人口の変化を示します。 

・生産年齢人口：総人口の 69.1％（平成 22 年） → 55.3％（平成 62 年）に減少。 

・高齢者人口 ：総人口の 17.6％（平成 22 年） → 34. 3％（平成 62 年）に増加。 

 

図 2.1.4 年齢区分別の人口割合 

  （出典：福岡市の将来人口推計（平成 24 年 3月推計）） 
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人口は行政人口とともに増加するものと予想され、行政人口のピークとなる平成 47 年

頃を境に処理人口も減少に転ずるものと予想されます。 

また、流入水量は処理人口の増減に加え今後の節水技術の進展等、水利用の動向にも

影響を受けるものと予想されます。 
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違いがみられます。行政人口のピークである平成 47 年までは処理区毎にこれまで

の増加傾向を反映した伸びを示すものと想定されますが、その後は減少に転ずる

ものと予想されます。 

・ 流入水量：節水意識の啓発や節水機器の普及、建物内での処理水の再利用が進み、

１人１日当たりの使用水量は近年横ばいであり、今後もこの傾向は続き、各処理

場ともに処理人口と同様の傾向で推移するものと予想されます。 
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図 2.1.6 流入水量の推移 
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①単独公共下水道 
主として市街地における下水を排除・処理するための下水道で市町村が管理する

もの 

②流域関連公共下水道 
２以上の市町村の区域からの下水を排除・処理するための流域下水道（都道府県

管理）に接続する下水道で市町村が管理するもの 

③特定環境保全公共下水道 
公共下水道のうち市街化区域以外の区域において設置されるもので、処理対象

人口が概ね 1000 人未満で水質保全上特に必要な地区等において施行される下

水道で市町村が管理するもの 

④集落排水事業(農業、漁業） 
農業集落や漁業集落の生活環境基盤の整備及び水質保全に寄与するためにし

尿、生活雑排水等を処理するもの 

⑤合併処理浄化槽 
下水道などのない地域においてし尿・生活雑排水等を処理するもので、個人また

は市町村で設置するもの 

下
水
道
法 
の
施
設 

浄
化
槽
法
の
施
設 

福岡市における⽣活排⽔処理施設の種類コラム 
1 

 福岡市では、主に市街地は公共

下水道で生活排水を処理し、その

他の農業集落や漁業集落では集

落排水施設で処理をしています。

また、下水道や集落排水施設が整

備できない地域は、合併処理浄化

槽で処理する区域となっていま

す。 

公 共 下 水 道 の 整 備 区 域

18,160ha は、地勢水系などから 7

処理区に分割した下水道基本計

画を策定し整備を進めています。 

全体計画面積
(ha)

箇所数

単独公共下水道 14,626 6

流域関連公共下水道 3,346 1

特定環境保全公共下水道 188 11

合　　計 18,160

そ
の
他

農業集落排水事業
漁業集落排水事業

105 11

合計 18,265 29

処 理 シ ス テ ム 

公
共
下
水
道
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図 2.1.6 流入水量の推移 
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２．２ 下⽔道を取り巻く社会経済情勢の変化 

 

 

 

（１）地球温暖化による気象変化に伴う影響 

近年、世界中で気温上昇や降水量、降水パターンの変化等の気象変化が顕在化してき

ており、渇水や洪水のリスクが高まっています。 

全国のアメダスにより集計した 1,000 地点あたりの時間雨量 50ｍｍ、80ｍｍ以上の

降雨の発生回数は年ごとにばらつきはあるものの、10 年ごとに分析すると増加傾向に

あり、台風の大型化等により、甚大な浸水被害が毎年のように発生しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2.2.1 下⽔道を取り巻く社会経済情勢の変化

図 2.2.1 アメダス１時間降水量 50 ㎜以上の年間観測回数 
(出典：気象庁ホームページ) 

図 2.2.2 アメダス１時間降水量 80 ㎜以上の年間観測回数 
(出典：気象庁ホームページ) 
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図 2.2.3 集中豪雨による被害状況 

 

（２）大規模災害発生リスクの増大 

我が国は世界有数の地震国と言われており、最近では平成 7年の「兵庫県南部地震」、

平成 16 年の「新潟県中越地震」、平成 23 年の「東日本大震災」、直近では平成 28年の

「熊本地震」により、都市の根本的な機能が喪失する甚大な被害を受け、ライフライン

のひとつである下水道施設についても甚大な被害が発生しました。 

また、本市においても、平成17年に警固断層帯北西部を震源とする「福岡県西方沖地

震」が発生し、甚大な被害を受けました。 

文部科学省の調査では、今後30年以内に警固断層帯南東部を震源とする地震が発生す

る確率は0.3～6％と、日本の主な活断層の中では高いグループに属すると推定されてい

ます。 

また、東日本大震災の津波被害を踏まえ、平成28年2月に福岡県においても最大クラ

スの津波を想定した「福岡県津波浸水想定」が発表され、市内では臨海部の一部の地域

において、津波により浸水する可能性があると推定されています。 

地震や津波により下水道施設が被災し、長時間下水道が使用できなくなれば、市民生

活や社会経済活動に大きな影響が生じます。 

 

 

 

鬼怒川の氾濫 (平成 27年 9月) 

写真：ロイター/アフロ

広島市土砂災害 （平成 26年 8月) 

写真：国⼟地理院ＨＰ

九州北部豪雨(平成 24年 7月) 

福岡市中央区天神
（国体道路）

中国・九州北部豪雨（平成 21年 7月） 
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２．２ 下⽔道を取り巻く社会経済情勢の変化 

 

 

 

（１）地球温暖化による気象変化に伴う影響 

近年、世界中で気温上昇や降水量、降水パターンの変化等の気象変化が顕在化してき

ており、渇水や洪水のリスクが高まっています。 

全国のアメダスにより集計した 1,000 地点あたりの時間雨量 50ｍｍ、80ｍｍ以上の

降雨の発生回数は年ごとにばらつきはあるものの、10 年ごとに分析すると増加傾向に

あり、台風の大型化等により、甚大な浸水被害が毎年のように発生しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2.2.1 下⽔道を取り巻く社会経済情勢の変化

図 2.2.1 アメダス１時間降水量 50 ㎜以上の年間観測回数 
(出典：気象庁ホームページ) 

図 2.2.2 アメダス１時間降水量 80 ㎜以上の年間観測回数 
(出典：気象庁ホームページ) 

  (S50)    (S55)    (S60)   （H2）   (H7)   (H12)   (H17)   (H22)   (H27) 

  (S50)    (S55)    (S60)   （H2）   (H7)   (H12)   (H17)   (H22)   (H27) 

年間観測回数に

対する近似直線

年間観測回数に

対する近似直線
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図 2.2.3 集中豪雨による被害状況 

 

（２）大規模災害発生リスクの増大 

我が国は世界有数の地震国と言われており、最近では平成 7年の「兵庫県南部地震」、

平成 16 年の「新潟県中越地震」、平成 23 年の「東日本大震災」、直近では平成 28年の

「熊本地震」により、都市の根本的な機能が喪失する甚大な被害を受け、ライフライン

のひとつである下水道施設についても甚大な被害が発生しました。 

また、本市においても、平成17年に警固断層帯北西部を震源とする「福岡県西方沖地

震」が発生し、甚大な被害を受けました。 

文部科学省の調査では、今後30年以内に警固断層帯南東部を震源とする地震が発生す

る確率は0.3～6％と、日本の主な活断層の中では高いグループに属すると推定されてい

ます。 

また、東日本大震災の津波被害を踏まえ、平成28年2月に福岡県においても最大クラ

スの津波を想定した「福岡県津波浸水想定」が発表され、市内では臨海部の一部の地域

において、津波により浸水する可能性があると推定されています。 

地震や津波により下水道施設が被災し、長時間下水道が使用できなくなれば、市民生

活や社会経済活動に大きな影響が生じます。 

 

 

 

鬼怒川の氾濫 (平成 27年 9月) 

写真：ロイター/アフロ

広島市土砂災害 （平成 26年 8月) 

写真：国⼟地理院ＨＰ

九州北部豪雨(平成 24年 7月) 

福岡市中央区天神
（国体道路）

中国・九州北部豪雨（平成 21年 7月） 






